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地方公会計制度のはじまり 
これまでの地方自治体の会計は、「現金主義」が採用されていました。 
「現金主義」とは、単年における現金の収入や支出を経理する会計です。しかし、「現金主義」

は、これまでに整備した資産状況や地方債等のストック情報が把握しにくいという側面がありま
す。そのため、全ての資産、負債情報等も把握する必要があることから「発生主義」の考え方が
導入されました。それが「地方公会計制度」のはじまりです。 

 
きっかけは現実に起こった自治体の財政破綻による、住民の負担の増加と行政サービスの低下

でした。 
これを受け国は、住民への行政サービスの低下を防ぐため、これまでに地方自治体の資産・債

務管理に関する公会計整備推進の法律や方針を示し、平成18年8月31日付で通知された「地方公
共団体における行政改革の推進のための新たな指針の策定について」では、財務書類の作成・活
用を通じ、未利用財産の売却促進や資産の有効活用等の改革の方向性と具体的な施策を3年以内
に策定すること、さらに平成19年10月17日の「公会計の整備推進について」とともに公表された
「新地方公会計制度実務研究会報告書」では、発生主義・複式簿記の考え方を導入し、地方公共
団体及び関連団体の連結ベースでの財務書類を整備することが明記されました。 

 
財務書類の作成方式には、これまで資産台帳をもとに作成する「基準モデル」と決算統計をも

とに作成する「総務省方式改訂モデル」の２種類があり、本市は平成26年度決算まで「総務省方
式改訂モデル」を採用し、財務書類を作成してきました。 

平成27年1月に「統一的な基準による地方公会計マニュアル」が公表され、国において「統一
的な基準に基づく財務書類」について、原則として平成27年度から平成29年度までの3年間で全
ての地方公共団体において作成するように要請されている(平成27年1月23日付総務大臣通知「統
一的な基準による地方公会計の整備促進について」)ことから、本市では、平成28年度決算より統
一的な基準に基づく財務書類※の作成へ移行しています。 

 
※仕訳にかかる作業性や正確性を考慮し、期末一括仕訳を採用 
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財務書類とは 
①  貸借対照表 

貸借対照表（バランスシート）は、会計年度末に本市が保有している資産と、その資産を
取得するために使ったお金の調達方法を表しています。 現金の収支に注目するこれまでの
決算書では表示することができなかった財産や負債等、これまでの資産形成の結果を知るこ
とができます。 
② 行政コスト計算書 

行政サービスを提供する際に発生する支出のうち、資産の取得（土地や建物の購入等）に
かからない経常的な支出と、行政サービスの対価として得られた収入を計上しています。 
③ 純資産変動計算書 

貸借対照表の純資産の部の増加要因と減少要因を計上し、純資産が１年間でどのように変
動したのかを示しています。主な増加要因は、行政サービスの対価として支払われる以外の
収入等（税収や国・県からの補助金等）であり、減少要因は、行政コスト計算書で算出され
る純経常行政コストや災害復旧等で臨時的に必要となった支出等です。 
④ 資金収支計算書 

貸借対照表の現金預金が１年間でどのように変動したのかを表しています。現金の使いみ
ちによって「業務活動収支」「投資活動収支」「財務活動収支」の３区分に分け、どのよう
な行政活動にいくら使ったのかを示しています。 

財務書類の関係とは 
右図のように、財務書類では矢印

で結ばれている金額が一致します。 
統一的な基準に基づく財務書類

では、「発生主義」を採用しており、
現金だけではなく資産の動きがわ
かるようになっています。 

さらに「複式簿記」という収入の
相手先を把握して、使いみちを同時
に管理する方法も採用しています。 

このように財務書類は支出とそ
の財源の対応関係を重視し、行政活
動や公共資産整備等に対するお金
の充て方を明らかにします。 

 

資産の部 

 

 

現金預金 

 

負債の部 

 

純資産の部 

 

純資産合計 

経常収益 
経常費用 

臨時損失 
臨時利益 
純行政コスト 

業務活動収支 
投資活動収支 
財務活動収支 
前年度末残高 
本年度末残高 

固定資産等の変動 

純行政コスト 
財源 

本年度末残高 

④資金収支計算書 

①貸借対照表 ②行政コスト計算書 

③純資産変動計算書 

前年度末残高 



 

―3― 

 

 
 

貸借対照表は、会計年度末に保有している資産とその資産を取得するために使ったお金の
調達方法を表しています。現金の収支に注目するこれまでの決算書では表示することができ
なかった市の財産や負債等、これまでの資産形成の結果を知ることができます。 

 
令和４年 3 月 31 日時点 

  
（単位：千円） 

借  方 貸  方 

資産の部 負債の部 

①有形固定資産 68,156,021 ⑥固定負債 18,473,228 

②無形固定資産 53,556  地方債 16,448,117 

③投資その他の資産 5,173,400  退職手当引当金 2,010,286 

 投資及び出資金 956,017  その他 14,825 

 基金 4,044,868 ⑦流動負債 2,834,282 

 長期延滞債権 90,548  １年内償還予定地方債 2,516,494 

 その他 81,967  賞与等引当金 170,577 

④流動資産 9,088,488  その他 147,211 

 現金預金 1,488,456 ⑧負債合計 21,307,510 

 未収金 32,828 純資産の部 

 その他 7,567,204 ⑨純資産合計 61,163,955 

⑤資産合計 82,471,465 ⑩負債＋純資産合計 82,471,465 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
※一般会計等：一般会計及び地方公営事業会計以外の特別会計 
（本市においては、一般会計等＝一般会計） 
※本資料は、基本的に千円単位で金額を表示しているため、各項目で端数調整を行ってい

ます。 
 

一般会計等※財務書類 

①貸借対照表 

有形固定資産  ： 道路や学校等、市が保有する公共施設の総額 
無形固定資産  ： ソフトウェアや地上権など形のない資産の総額 
投資その他の資産 ： 特定の目的で積み立てた基金や出資金等の総額 
流動資産  ： 現金・預金と現金化しやすい地方税等の未収金の総額 
負債  ： 地方債の残高や退職手当引当金等の総額（将来世代が負担する金額） 
純資産  ： 学校等の整備の財源として受けた国や県からの補助金や地方税等の総額 

（これまでの世代が負担してきた金額） 
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ここでは、資産の残高に着目し、将来世代に残る資産がどのくらいあるのか、自治体の規

模（財政や人口等）に対して資産が多いのか少ないのかを分析します。 

① 住民１人当たりの資産額 
決算時点で保有している資産を、その時点での住民基本台帳人口で割ったものです。住民

１人当たりの資産額を用いることで、人口規模に対する資産の割合が多いか少ないかを判断
する数値となるほか、類似団体との比較を容易にします。 

 
住民１人当たり資産額＝資産総額／住民基本台帳人口 

   
（単位：千円） 

  令和 3 年度 令和 2 年度 増 減 

住民１人当たり資産額 2,858 2,753 105 

資産総額 82,471,465 81,018,701 1,452,764 

住民基本台帳人口（3 月 31 日時点） 28,854 人 29,428 人 △ 574 人 

令和 3 年度決算では、前年度に比べ住民一人当たり資産額が増加しました。これは、人口
の減少並びに地域防災行政無線整備事業等による有形固定資産の増加や香川県広域水道企
業団への出資金及び当年度新設した未来創生就業定住促進基金が増加したことが理由とし
て挙げられます。 

 

② 歳入額対資産比率 
その年度の歳入額と資産残高を比較し、現在の規模の資産を整備しようとした場合に何年

分の歳入が必要かを表します。これにより、自治体の歳入規模に対する資産の形成の度合い
を測ることができます。なお、歳入総額は資金収支計算書の各部の収入合計の総額より算出
します。 

歳入額対資産比率＝資産総額／歳入総額 

   
（単位：千円） 

  令和３年度 令和２年度 増 減 

歳入額対資産比率 4.2 年 3.5 年 0.7 年 

資産総額 82,471,465 81,018,701 1,452,764 

歳入総額 19,846,939 22,918,793 △3,071,854 

令和３年度決算では、これまでに歳入の 4.2 年分の資産を形成していることが分かります。
経年比較を行うと、前年度より 0.7 年分増加しました。当年度は資産総額が増加した一方で、
歳入における新型コロナウイルス感染症対策事業である特別定額給付金事業等に係る国庫
支出金が大幅に減少し、歳入総額が減少したことが理由として挙げられます。 

資産形成度 
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③ 資産老朽化比率 
償却対象資産の残高に対する減価償却累計額の割合を求めることで、減価償却がどのくら

い進んでいるのかを表します。老朽化比率が高いほど建替えや改修等のコストが必要になる
ことが予想されます。 

 
資産老朽化比率＝減価償却累計額／償却対象資産の取得価額合計 

   
（単位：千円） 

  令和３年度 令和２年度 増 減 

資産老朽化比率 54.8% 54.1% 0.7% 

償却対象資産の取得価額合計 98,589,351 97,171,967 1,417,384 

減価償却累計額 54,011,968 52,554,695 1,457,273 

 令和３年度決算では、資産老朽化比率が 54.8％となっており、資産台帳上価値があると
認められる期間の半分が過ぎたということになります。老朽化が進む施設に対して、長寿命
化や更新等を引き続き進めていきます。 

 
 
 
現在保有している資産を形成するにあたって、現世代以前の負担額、将来世代の負担額を

分析します。ここでいう将来世代の負担とは、貸借対照表の負債をベースとした指標で示し
ますが、公共施設の維持・更新といった負担もあります。 

 

① 純資産比率 
資産総額に占める純資産の割合を指し、企業会計でいう「自己資本比率」に相当します。

この比率が高いほど財政状況が健全であるといえます。 
 

純資産比率＝純資産総額／資産総額 

   
（単位：千円） 

  令和 3 年度 令和 2 年度 増 減 

純資産比率 74.2% 73.7% 0.5% 

純資産総額 61,163,955 59,743,365 1,420,590 

資産総額 82,471,465 81,018,701 1,452,764 

令和 3 年度決算では、純資産比率が 74.2％となっており、前年度に比べて 0.5％増加しま
した。これは純行政コストが減少した一方で、普通交付税やふるさと納税寄付金等の税収等
の財源が増加したことにより、純資産総額が増加したことが理由として挙げられます。 

 

世代間公平性・持続可能性 
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② 住民１人当たり負債額 
負債総額を住民１人当たりにした額です。将来の負担を現時点の住民が全て背負うわけで

はありませんが、これまでの行政活動によって生じた負債が住民１人当たりどのくらいある
のかを算定することによって、類似団体との比較や人口規模に対する負担額の水準を判断す
る材料として用いることができます。 

 
住民１人当たり負債額＝負債総額／住民基本台帳人口 

   
（単位：千円） 

  令和 3 年度 令和 2 年度 増 減 

住民１人当たり負債額 738 723 15 

負債総額 21,307,510 21,275,335 32,175 

住民基本台帳人口（3 月 31 日時点） 28,854 人 29,428 人 △ 574 人 

令和 3 年度決算では、前年度に比べ住民一人当たり負債額が増加したことが分かります。 
これは、人口の減少並び地方債の発行額が償還額を上回り、当年度末における地方債残高

が増加し、負債総額が増加したことが理由として挙げられます。 
 

③ 債務償還可能年数 
決算年度末時点の負債残高に対して、基本的な行政サービスを維持した状態で、全ての負

債を償還した場合にかかる年数を示します。 
 
債務償還可能年数＝（負債合計－負債の減少に充てることができる資産）／業務活動収支 

   
（単位：千円） 

  令和 3 年度 令和 2 年度 増 減 

債務償還可能年数 3.1 年 4.5 年 △1.4 年 

負債合計 21,307,510 21,275,335 32,175 

減債基金（固定資産）残高 0 0 0 

その他基金残高 4,044,868 3,888,363 156,505 

財政調整基金 5,966,498 5,503,052 463,446 

減債基金（流動資産）残高 1,589,303 1,438,178 151,125 

業務活動収支 3,163,875 2,344,190 819,685 

令和 3 年度決算では、債務償還可能年数が 1.4 年減少しました。これは地方債残高の増加
により負債合計は増加したものの、財政調整基金等の基金残高が増加したため、債務償還可
能年数が減少しています。また、普通交付税及びふるさと納税寄付金等の税収等収入が増加
したことにより、業務活動収支が増加したことも理由として挙げられます。 
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行政コスト計算書は、人的サービスや給付サービスなどの支出と、行政サービスの対価と

して得られた収入を計上しています。 

 
（単位：千円） 

  金 額 

①経常費用 14,863,704 

②業務費用 8,743,011 

③人件費 2,743,980 

④物件費等 5,862,331 

⑤その他の業務費用 136,700 

⑥移転費用 6,120,693 

⑦経常収益 578,648 

⑧純経常行政コスト 14,285,056 

⑨臨時損失 273,415 

⑩臨時利益 81,632 

⑪純行政コスト 14,476,839 

 
①経常費用＝②業務費用＋⑥移転費用 
②業務費用＝③人件費＋④物件費等＋⑤その他の業務費用 
⑧純経常行政コスト＝①経常費用－⑦経常収益 
⑪純行政コスト＝⑧純経常行政コスト＋⑨臨時損失－⑩臨時利益 
 

 
 

経常費用 
業務費用 
人件費 
物件費等 
その他の業務費用 
移転費用 
経常収益 
純経常行政コスト 
臨時損失 
臨時利益 
純行政コスト 

： 行政サービスを提供する上で見込まれる費用の総額 
： 業務を行う上でかかる費用の総額 
： 職員給与費、賞与引当金、退職手当引当金の繰入額等
： 物件費、維持補修費、減価償却費等 
： 支払利息、徴収不能引当金繰入額等 
： 補助金、社会保障給付、他会計への繰出金等 
： 使用料及び手数料等 
： 経常収益から経常費用を引いた額 
： 災害復旧事業費、資産除売却損等 
： 資産売却益等 
： 純経常行政コストに臨時損益を加味した額 

②行政コスト計算書 
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行政サービスが効率的に提供されているかを、行政コスト計算書の指標を用いて検証しま

す。 
 

① 住民１人当たり行政コスト 
行政コストを住民１人当たりにすることで、類似団体と行政コストの多さを比較すること

が可能になります。少ない方がより効率的であるといえますが、行政サービスと比較して妥
当かどうかの判断が必要になります。 

 
住民１人当たり行政コスト＝純行政コスト／住民基本台帳人口 

  
（単位：千円） 

  令和 3 年度 令和 2 年度 差 額 

住民１人当たり行政コスト 502 584 △ 82 

純行政コスト 14,476,839 17,182,472 △ 2,705,633 

住民基本台帳人口（3 月 31 日時点） 28,854 人 29,428 人 △ 574 人 

令和 3 年度決算では、前年度に比べて住民 1 人当たり行政コストが減少しました。当年度
は新型コロナウイルス感染症対策事業である特別定額給付金事業等の減少により、移転費用
である補助金等が大きく減少し、純行政コストが減少したことが理由として挙げられます。 

 
 
 

② 受益者負担比率 
行政コスト計算書の経常費用に対して、経常収益が占める割合を指します。経常収益の占

める割合が大きいほど、行政サービスに対して直接対価を支払う割合が多いといえます。 
 

受益者負担割合 ＝ 経常収益／経常費用 

   
（単位：千円） 

  令和 3 年度 令和 2 年度 差 額 

受益者負担比率（％） 3.9% 4.0% △0.1% 

経常収益 578,648 692,666 △114,018 

経常費用 14,863,704 17,521,933 △2,658,229 

令和 3 年度決算における受益者負担比率は、前年度と同等の比率となりました。 
 

効率性 

自律性 
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貸借対照表にある純資産の部の増加要因と減少要因を計上し、純資産が１年間でどのよう

に変動したのかを示しています。 

 
（単位：千円） 

  金 額 

①前年度末の残高 59,743,366 

②純行政コスト △14,476,839 

③財源 15,879,130 

④上記以外の変動要因 18,298 

⑤本年度末の残高 61,163,955 

⑤本年度末の残高＝①前年度末の残高＋②純行政コスト＋③財源＋④上記以外の変動要因 

 
 
 

① 行政コスト対税収等比率 
行政コスト対税収等比率では、税収などに対するコストの占める割合を示しています。こ

の数値が高いほど、コストの占める割合が多いということになり、比率が 100%を上回って
いる場合は、過去から蓄積した資産が取り崩されたか、あるいは翌年度以降へ引き継ぐ負担
が増加したこと（もしくはその両方）を表します。 

行政コスト対税収等比率＝純行政コスト／財源 

   
（単位：千円） 

  令和 3 年度 令和 2 年度 差 額 

行政コスト対税収等比率 91.2% 97.6% △6.4% 

純行政コスト 14,476,839 17,182,472 △2,705,633 

財源 15,879,130 17,606,842 △1,727,712 

令和 3 年度決算では前年度に引き続き 100％を下回っており、行政コスト対税収等比率は
前年度を 6.4％下回っています。当年度は新型コロナウイルス感染症対策事業である特別定
額給付金事業等の減少により、純行政コスト及び財源における国県等補助金は減少したもの
の、税収等は前年度より増加したため、純行政コストが財源を占める比率が減少しました。 

前年度末の残高 ： 前年度末の純資産の残高 

純行政コスト ： 行政コスト計算書の最終的なコストの総額 

財源 ： 地方税や地方交付税等の収入の総額 

上記以外の変動要因： 資産評価替え等による増減等の総額 

本年度末の残高 ： 本年度末の純資産の残高 

③純資産変動計算書 

弾力性 
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資金収支計算書は、１会計期間における行政活動に伴う現金等の資金の流れを性質の異な

る３つの分類（下表①～③）に分けて示したものです。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

 
（単位：千円） 

  金 額 

①業務活動収支 3,163,875 

②投資活動収支 △2,931,093 

③財務活動収支 105,602 

④本年度資金収支額 338,384 

⑤前年度末の資金残高 1,007,943 

⑥本年度末の資金残高 1,346,327 

⑦前年度末の歳計外現金残高 132,966 

⑧本年度歳計外現金増減額 9,163 

⑨本年度末の歳計外現金残高 142,129 

⑩本年度末の現金預金残高 1,488,456 

④資金収支計算書 

業務活動収支 ： 行政サービスの提供にかかる人件費等の支出と税収等の収入 

の総額 

投資活動収支   ： 施設等の取得に要した支出とその財源の総額 

財務活動収支   ： 地方債償還額等の支出と貸付金の回収額等の収入の総額 

本年度資金収支額  ： 本年度の収支合計 

前年度末の資金残高  ： 前年度末の資金の残高 

本年度末の資金残高  ： 本年度末の資金の残高 

前年度の歳計外現金残高 ： 前年度末の歳計外現金の残高 

本年度歳計外現金増減額 ： 本年度中に変動した歳計外現金額 

本年度末の歳計外現金残高 ： 本年度末の歳計外現金の残高 

本年度末の現金預金残高 ： 本年度末の現金預金の残高 
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自治体の基礎的な財政力を示します。具体的には、基本的な地方税や使用料などの収入及

び建設事業に充てられる国や県の支出金の合計と、行政サービスを提供するために必要な費
用及び公共施設などを整備するためにかかる費用を差引し、合計から利息の支払いを除いた
ものを指します。プラスだと黒字、マイナスなら赤字です。 

 
基礎的財政収支 ＝ 業務活動収支（支払利息支出を除く） ＋ 投資活動収支 

  
（単位：千円） 

  令和 3 年度 令和 2 年度 差額 

①基礎的財政収支 

（プライマリーバランス） 
1,043,614 1,628,350 △584,736 

②業務活動収支 3,163,875 2,344,190 819,685 

③支払利息支出 39,755 47,222 △7,467 

④投資活動収支 △2,931,093 △1,728,225 △1,202,868 

⑤基金積立金支出 777,027 2,199,378 △1,422,351 

⑥基金取崩収入 5,950 1,234,215 △1,228,265 

令和 3 年度決算では前年度に引き続きプライマリーバランスがプラスとなりました。これ
は地域防災行政無線整備事業などの実施により投資的な活動における支出は増加し、投資活
動収支は減少したものの、普通交付税及びふるさと納税寄付金等の増加により税収等収入が
増加したことにより、業務活動収支が増加したことが理由として挙げられます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
  

基礎的財政収支（プライマリーバランス） 
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公社・第三セクター等 
 東かがわ市土地開発公社 
 一般財団法人東かがわ市スポーツ財団 
 株式会社ソルトレイクひけた 
 東かがわ市社会福祉協議会 

一部事務組合・広域連合 
香川県市町総合事務組合 

大川広域行政組合 

香川県東部清掃施設組合 

香川県後期高齢者医療広域連合 

東かがわ市外一市一町組合 

香川県広域水道企業団 

一般会計等 

一般会計 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

連結財務書類 

連  結 

東かがわ市全体  
国民健康保険事業特別会計 
介護保険事業特別会計 
後期高齢者医療事業特別会計 
下水道事業会計 

連結財務書類とは 

連結財務書類とは、一般会計のほか、その他の特別会計や本市と連携協力して行政サービスを実施している関
係団体を一つの行政サービスの実施主体とみなして作成する財務書類のことです。一般会計が担っている庁舎の
窓口業務や市道の整備などの行政サービスのほか、上下水道、国民健康保険などの行政サービスも対象となるた
め、収入も支出も基本的に大きくなります。 

連結対象は、一般会計・特別会計・一部事務組合・広域連合・地方三公社・第三セクター等であり、本市にお
ける令和 3 年度決算の連結対象範囲は次のとおりです。 

 

連結対象範囲 
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貸借対照表は、会計年度末に保有している資産とその資産を取得するために使ったお金の

調達方法を表しています。現金の収支に注目するこれまでの決算書では表示することができ
なかった市の財産や負債等、これまでの資産形成の結果を知ることができます。 

令和４年 3 月 31 日時点 
  

（単位：千円） 

借  方 貸  方 

資産の部 負債の部 

①有形固定資産 87,013,820 ⑥固定負債 29,692,738 

②無形固定資産 543,773  地方債 21,925,402 

③投資その他の資産 5,139,615  退職手当引当金 2,129,612 

 投資及び出資金 187,071  その他 5,637,724 

 基金 4,580,732 ⑦流動負債 3,830,596 

 長期延滞債権 200,519  １年内償還予定地方債 3,015,617 

 その他 171,293  賞与等引当金 221,966 

④流動資産 12,878,977  その他 593,013 

 現金預金 3,353,095 ⑧負債合計 33,523,334 

 未収金 209,916 純資産の部 

 その他 9,315,966 ⑨純資産合計 72,052,851 

⑤資産合計 105,576,185 ⑩負債＋純資産合計 105,576,185 

 
 
 
連結財務書類における本指標の見方は、一般会計と同様です。資産総額が連結することに

よってどう変化するのかに着目します。 
 

① 住民１人当たりの資産額 
決算時点で保有している資産を、その時点での住民基本台帳人口で割ったものです。住民

１人当たりの資産額を用いることで、人口規模に対する資産の割合が多いか少ないかを判断
する数値となるほか、類似団体との比較を容易にします。 

 
住民１人当たり資産額＝資産総額／住民基本台帳人口 

   
（単位：千円） 

  令和 3 年度 令和 2 年度 増 減 

住民１人当たり資産額 3,659 3,545 114 

資産総額 105,576,185 104,332,596 1,243,589 

住民基本台帳人口（3 月 31 日時点） 28,854 人 29,428 人 △574 人 

①貸借対照表 

資産形成度 
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② 歳入額対資産比率 
その年度の歳入額と資産残高を比較し、現在の規模の資産を整備しようとした場合に何年

分の歳入が必要かを表します。これにより、自治体の歳入規模に対する資産の形成の度合い
を測ることができます。なお、歳入総額は資金収支計算書の各部の収入合計の総額より算出
します。 

 
歳入額対資産比率＝資産総額／歳入総額 

   
（単位：千円） 

  令和 3 年度 令和 2 年度 増 減 

歳入額対資産比率 2.9 年 2.6 年 0.3 年 

資産総額 105,576,185 104,332,596 1,243,589 

歳入総額 36,874,555 40,039,114 △3,164,559 

 
 

③ 資産老朽化比率 
償却対象資産の残高に対する減価償却累計額の割合を求めることで、減価償却がどのくら

い進んでいるのかを表します。老朽化比率が高いほど建替えや改修等のコストが必要になる
ことが予想されます。 

 
資産老朽化比率＝減価償却累計額／償却対象資産の取得価額合計 

   
（単位：千円） 

  令和 3 年度 令和 2 年度 増 減 

資産老朽化比率 54.3% 53.4% 0.9% 

償却対象資産の取得価額合計 135,477,791 132,789,783 2,688,008 

減価償却累計額 73,573,383 70,924,670 2,648,713 
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資産に対する負債と純資産の割合、言い換えれば、将来世代と現世代の負担の割合が、連

結することによってどう変化するのかに着目します。 
 

① 純資産比率 
資産総額に占める純資産の割合を指し、企業会計でいう「自己資本比率」に相当します。

この比率が高いほど財政状況が健全であるといえます。 
 

純資産比率＝純資産総額／資産総額 

   
（単位：千円） 

  令和 3 年度 令和 2 年度 増 減 

純資産比率 68.2% 67.5% 0.7% 

純資産総額 72,052,851 70,401,641 1,651,210 

資産総額 105,576,185 104,332,596 1,243,589 

 
 

② 住民１人当たり負債額 
負債総額を住民１人当たりにした額です。将来の負担を現時点の住民が全て背負うわけで

はありませんが、これまでの行政活動によって生じた負債が住民１人当たりどのくらいある
のかを算定することによって、類似団体との比較や人口規模に対する負担額の水準を判断す
る材料として用いることができます。 

 
住民１人当たり負債額＝負債総額／住民基本台帳人口 

   
（単位：千円） 

  令和 3 年度 令和 2 年度 増 減 

住民１人当たり負債額 1,162 1,153 9 

負債総額 33,523,334 33,930,955 △ 407,621 

住民基本台帳人口（3 月 31 日時点） 28,854 人 29,428 人 △ 574 人 

 
 
 
 

  

世代間公平性・持続可能性 
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③ 債務償還可能年数 
決算年度末時点の負債残高に対して、基本的な行政サービスを維持した状態で、全ての負

債を償還した場合にかかる年数を示します。 
 
債務償還可能年数＝（負債合計－負債の減少に充てることができる資産）／業務活動収支 
 

   
（単位：千円） 

  令和 3 年度 令和 2 年度 増 減 

債務償還可能年数 5.0 年 7.5 年 △2.5 年 

負債合計 33,523,334 33,930,955 △407,621 

減債基金（固定資産）残高 0 0 0 

その他基金残高 4,580,732 4,395,356 185,376 

財政調整基金 7,102,975 6,539,434 563,541 

減債基金（流動資産）残高 1,589,303 1,438,178 151,125 

業務活動収支 4,087,862 2,858,853 1,229,009 
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行政コスト計算書は、人的サービスや給付サービスなどの支出と、行政サービスの対価と

して得られた収入を計上しています。 

 
（単位：千円） 

  金 額 

①経常費用 29,294,165 

②業務費用 12,380,264 

③人件費 3,711,382 

④物件費等 8,223,055 

⑤その他の業務費用 445,827 

⑥移転費用 16,913,901 

⑦経常収益 2,165,581 

⑧純経常行政コスト 27,128,584 

⑨臨時損失 345,937 

⑩臨時利益 185,025 

⑪純行政コスト 27,289,496 

①経常費用＝②業務費用＋⑥移転費用 
②業務費用＝③人件費＋④物件費等＋⑤その他の業務費用 
⑧純経常行政コスト＝①経常費用－⑦経常収益 
⑪純行政コスト＝⑧純経常行政コスト＋⑨臨時損失－⑩臨時利益 
 
 
 
行政サービスが効率的に提供されているかを、行政コスト計算書の指標を用いて検証しま

す。 

① 住民１人当たり行政コスト 
行政コストを住民１人当たりにすることで、類似団体と行政コストの多さを比較すること

が可能になります。少ない方がより効率的であるといえますが、行政サービスと比較して妥
当かどうかの判断が必要になります。 

住民１人当たり行政コスト＝純行政コスト／住民基本台帳人口 

  （単位：千円） 

  令和 3 年度 令和 2 年度 差 額 

住民１人当たり行政コスト 946 1,021 △75 

純行政コスト 27,289,496 30,046,388 △ 2,756,892 

住民基本台帳人口（3 月 31 日時点） 28,854 人 29,428 人 △ 574 人 

②行政コスト計算書 

効率性 
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② 受益者負担比率 
行政コスト計算書の経常費用に対して、経常収益が占める割合を指します。経常収益の占

める割合が大きいほど、行政サービスに対して直接対価を支払う割合が多いといえます。 
税収などが主たる収入である一般会計は低く、使用料や負担金による独立採算が求められ

る法適用企業会計では高くなる傾向があります。 
 

受益者負担割合 ＝ 経常収益／経常費用 

   
（単位：千円） 

  令和 3 年度 令和 2 年度 差 額 

受益者負担割合（％） 7.4% 7.5% △0.1% 

経常収益 2,165,581 2,402,659 △ 237,078 

経常費用 29,294,165 32,105,720 △ 2,811,555 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

自律性 
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貸借対照表にある純資産の部の増加要因と減少要因を計上し、純資産が１年間でどのよう

に変動したのかを示しています。 

 
（単位：千円） 

  金 額 

①前年度末の残高 70,401,641 

②純行政コスト △ 27,289,496 

③財源 28,606,500 

④その他 334,206 

⑤本年度末の残高 72,052,851 

 
 
⑤本年度末の残高＝①前年度末の残高＋②純行政コスト＋③財源 

＋④上記以外の変動要因 
 
 
 
連結をすることによって、インフラ資産の形成や公共施設の建設などの資産形成を行う財

源的余裕度がどう変化するのかに着目します。 
 

① 行政コスト対税収等比率 
行政コスト対税収等比率では、税収などに対するコストの占める割合を示しています。こ

の数値が高いほど、コストの占める割合が多いということになり、比率が 100%を上回って
いる場合は、過去から蓄積した資産が取り崩されたか、あるいは翌年度以降へ引き継ぐ負担
が増加したこと（もしくはその両方）を表します。 

 
行政コスト対税収等比率＝純行政コスト／財源 

   
（単位：千円） 

  令和 3 年度 令和 2 年度 差 額 

行政コスト対税収等比率 95.4% 99.5% △4.1% 

純行政コスト 27,289,496 30,046,388 △ 2,756,892 

財源 28,606,500 30,190,676 △ 1,584,176 

 
  

③純資産変動計算書 

弾力性 
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資金収支計算書は、１会計期間における行政活動に伴う現金等の資金の流れを性質の異な
る３つの分類（下表①～③）に分けて示したものです。 

 

 
（単位：千円） 

  金 額 

①業務活動収支 4,087,862 

②投資活動収支 △3,298,543 

③財務活動収支 △410,836 

④本年度資金収支額 378,483 

⑤前年度末の資金残高 2,762,264 

⑥比例連結割合変更に伴う差額 67,440 

⑦本年度末の資金残高 3,208,187 

⑧前年度末の歳計外現金残高 135,875 

⑨本年度歳計外現金増減額 9,033 

⑩本年度末の歳計外現金残高 144,908 

⑪本年度末の現金預金残高 3,353,095 

 
 
 
 
自治体の基礎的な財政力を示します。具体的には、基本的な地方税や使用料などの収入及

び建設事業に充てられる国や県の支出金の合計と、行政サービスを提供するために必要な費
用及び公共施設などを整備するためにかかる費用を差引し、合計から利息の支払いを除いた
ものを指します。プラスだと黒字、マイナスなら赤字です。 

 
基礎的財政収支 ＝ 業務活動収支（支払利息支出を除く） ＋ 投資活動収支 

   
（単位：千円） 

  令和 3 年度 令和 2 年度 差 額 

①基礎的財政収支 

（プライマリーバランス） 
1,774,343 2,043,304 △268,961 

②業務活動収支 4,087,862 2,858,853 1,229,009 

③支払利息支出 112,124 124,003 △11,879 

④投資活動収支 △3,298,543 △1,623,637 △1,674,906 

⑤基金積立金支出 1,015,057 2,412,169 △1,397,112 

⑥基金取崩収入 142,157 1,728,084 △1,585,927 

④資金収支計算書 

基礎的財政収支（プライマリーバランス） 
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総    括 

一般会計 

①資産形成度 

   
（単位：千円） 

  令和 3 年度 令和 2 年度 増 減 

住民１人当たり資産額 2,858 2,753 105 

歳入額対資産比率 4.2 年 3.5 年 0.7 年 

資産老朽化比率 54.8% 54.1% 0.7% 

令和３年度決算では、住民１人当たり資産額は前年度よりも増加となりました。歳入
額対資産比率が増加している理由としては、当年度は資産総額が増加した一方で、歳入
における新型コロナウイルス感染症対策事業等に係る国庫支出金が大幅に減少したこ
とが理由として挙げられます。 

償却資産の総額は増加しておりますが、減価償却累計額が償却資産増加額を上回った
ため、資産老朽化比率は前年度に比べて0.7％高くなる結果となりました。 

 
 
②世代間公平性・持続可能性 

   
（単位：千円） 

  令和３年度 令和２年度 増 減 

純資産比率 74.2% 73.7% 0.5% 

住民１人当たり負債額 738 723 15 

債務償還可能年数 3.1 年 4.5 年 △ 1.4 年 

令和 3 年度決算では、前年度よりも純資産比率が増加し、74.2％となりました。これ
は純行政コストが減少した一方で、税収等の財源が増加したことにより、純資産総額が
増加したことが理由として挙げられます。 

また、住民 1 人当たり負債額は前年度よりも増加しており、①資産形成度の住民 1 人
当たり資産額も増加しているため、資産及び負債ともに増加する年となりました。 

債務償還可能年数については、令和 3 年度と前年度を比べると 1.4 年分減少しており、
現時点の負債の償還に充てる基金の増加等が理由として挙げられます。 
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③効率性 

   
（単位：千円） 

  令和 3 年度 令和 2 年度 差 額 

住民１人当たり行政コスト 502 584 △ 82 

住民１人当たり行政コストは、前年度に比べ減少する結果となりました。 
 
 
④自律性 

   
（単位：千円） 

  令和 3 年度 令和 2 年度 差 額 

受益者負担比率（％） 3.9% 4.0% △0.1% 

令和３年度決算における受益者負担比率は、前年度と同等の比率となりました。 
   これは、行政サービスに係る経常費用を、行政サービスを行って得た経常収益に 

よって賄っている割合を示します。 
 
⑤弾力性 

   
（単位：千円） 

  令和 3 年度 令和 2 年度 差 額 

行政コスト対税収等比率 91.2% 97.6% △6.4% 

令和３年度決算では、前年度に引き続き 100％を下回っており、純行政コストが財
源を下回っています。この数値が高いほど、コストの占める割合が高いということ
になり、収入を主体的な事業に振り分ける余裕がないことを示します。 
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連結 

① 資産形成度 

   
（単位：千円） 

  令和 3 年度 令和 2 年度 増 減 

住民１人当たり資産額 3,659 3,545 114 

歳入額対資産比率 2.9 年 2.6 年 0.3 年 

資産老朽化比率 54.3% 53.4% 0.9% 

連結することにより、住民１人当たり資産額は3,659千円となり、一般会計より801
千円増加、前年度より114千円の増加となりました。 

また、歳入額対資産比率は連結することにより、2.9年になりました。 
資産老朽化比率については、連結においては前年度より増加するという結果となり

ました。 
 
 
② 世代間公平性・持続可能性 

   
（単位：千円） 

  令和 3 年度 令和 2 年度 増 減 

純資産比率 68.2% 67.5% 0.7% 

住民１人当たり負債額 1,162 1,153 9 

債務償還可能年数 5.0 年 7.5 年 △ 2.5 年 

純資産比率は、前年度より0.7％増加、一般会計より6.0％減少という結果となりまし
た。 

一般会計の動きと同様、住民１人当たり負債額は前年度より増加、債務償還可能年
数も減少しました。 

 
 
③効率性 

  
（単位：千円） 

  令和 3 年度 令和 2 年度 差 額 

住民１人当たり行政コスト 946 1,021 △ 75 

連結することにより、住民１人当たり行政コストは約1.9倍になりましたが、前年度
より75千円の減少となりました。 
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④自律性 

   
（単位：千円） 

  令和 3 年度 令和 2 年度 差 額 

受益者負担比率（％） 7.4% 7.5% △0.1% 

令和３年度の受益者負担比率は、前年度と同等の比率となりました。 
 

 
⑤弾力性 

   
（単位：千円） 

  令和 3 年度 令和 2 年度 差 額 

行政コスト対税収等比率 95.4% 99.5% △4.1% 

連結を行っても、行政コスト対税収等比率は 100％を下回っており、当年度の財源よ
りも純行政コストが下回り、当年度は前年度に比べて比率が減少しています。引き続
きコストの削減に努めていきます。 

 

 


